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子ども・子育て新制度に係る各種基準条例（案）についての考え方 

 

 

平成２７年４月から本格的な実施が予定されている ｢子ども・子育て支援新制度｣に

伴い、子ども・子育て支援法及び児童福祉法の規定により、市町村において新たに各

種事業の運営や設備の基準を条例で定める必要があり、特定教育・保育施設、特定地

域型保育事業、放課後児童健全育成事業について基準の条例を制定する。 

 

 

１.施設・事業の種別 

（１）教育・保育施設 

認定こども園・幼稚園・保育所 

 

（２）地域型保育事業 

小規模保育 ・家庭的保育 ・居宅訪問型保育 ・事業所内保育の４事業 

 

（３）放課後児童健全育成事業 

   学童保育 

 

 

２.認可・確認 

種別 

 

施設・事業 認可権者・確

認権者 

対応する基準 

認可 教育・保育施設 都道府県 施設ごとに都道府県が策定 

地域型保育事業 市町村 地域型保育事業の設備及び運営に関する

基準（認可基準） 

確認 

 

 

教育・保育施設 市町村 特定教育・保育施設及び特定地域型保育

事業の運営に関する基準（運営基準） 
地域型保育事業 

届出 放課後児童健全

育成事業（学童

保育） 

市町村 放課後児童健全育成事業の及び運営に関

する基準（設備運営基準） 

・認可…国、都道府県、市町村以外の者が事業を行う際に必要 

・確認…当該施設・事業を給付による財政支援の対象とするのに必要であり、利用

定員の設定とあわせて行う 

・届出…国、都道府県、市町村以外の者が事業を行う際に必要 
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３．条例制定の方針 

（１）条例制定にあたって従うべき基準・参酌すべき基準 

子ども・子育て支援法及び児童福祉法の規定により、市町村は設備運営基準の条例

を定めなければならないが、条例を制定するに当たっては、定める内容ごとに、「国

が定める基準（内閣府令又は厚生労働省令）」に「従って」、あるいは「参酌して」、

定めなければならない。 

 

 【根拠法】 

・子ども・子育て支援法第３４条第２項、第４６条第２項 

・児童福祉法第３４条の８の２第２項、第３４条の１６第１項 

 

 

○府省令で定める基準に従って条例に規定するもの…「従うべき基準」 

条例の内容を直接的に拘束する。必ず適合しなければならない基準であり、当該基

準に従う範囲で地域の実情に応じた内容を定める条例は許容されるものの、異なる

内容を定めることは許されない基準。 

 

○府省令で定める基準を参酌して条例に規定するもの…「参酌すべき基準」 

地方自治体が十分参酌した結果としてであれば、地域の実情に応じて、異なる内容

を定めることが許容される基準。 

 

 

（２）佐倉市の基本的考え方について 

基準条例の作成にあたっては、法律の規定により国が示した基準（府省令）を満た

すことを基本とし、検討を行ってきたが、従来の本市の実情に、国の基準と異なる

内容を定める特別な事情や特性はないと判断されることから、原則として、国の基

準（府省令）をもって本市の基準とすることとし、｢従うべき基準｣｢参酌すべき基

準｣のいずれも国の基準どおりとして条例案を作成している。 

なお、原案では、一部、本市独自の基準として設定しているものがある（事業所内

保育所の乳児室の乳児一人当たり面積を小規模保育事業と同様となるよう１．６５

㎡から３．３㎡としている。）。 

 

 

４.制定する条例 

（１）佐倉市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例 

新制度では、学校教育法、児童福祉法、認定こども園法に基づく認可を受けている

ことを前提に、施設・事業者からの申請に基づき、市長が、給付による財政支援の
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対象であることを確認することとされている。確認にあたっての基準として、利用

定員、運営基準、業務管理体制等について、平成２６ 年４月３０ 日付内閣府令第

３９ 号「特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準」を踏

まえ、条例で定める。 

 

・従うべき基準による規定 

条例案の第４条、第５第１項、第６条（第５項を除く。）、第７条、第１３条、第

１５条、第２４条から第２７条、第３２条、第３５条、第３６条、第３７条、第

３８条第１項、第３９条（第４項を除く。）、第４０条、第４２条第１項から第３

項、第４３条、第４４条、第５１条、第５２条、附則２号から７号 

 

・参酌すべき基準による規定 

上記以外の部分 

 

 

 

（２）佐倉市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例 

新制度では、児童福祉法の改正により、①家庭的保育（利用定員５人以下）、②小

規模保育（利用定員６人以上１９ 人以下）、③居宅訪問型保育、④事業所内保育（主

として従業員の子どものほか、地域において保育を必要とする子どもにも保育を提

供）が創設され、市長が認可することとされており、認可にあたっての基準につい

て、平成２６年４月３０日付厚生労働省令第６１ 号「家庭的保育事業等の設備及

び運営に関する基準」を踏まえ、条例で定める。 

 

・従うべき基準による規定 

条例案の第７条、第１１条ただし書き（保育に直接従事する職員に係る部分に限

る。）、第１２条から第１４条、第１６条、第１７条、第２１条、第２３条（調理

設備に関する部分に限る。）、第２４条、第２６条（第３１条、第３２条、第３７

条、第４２条、第４７条及び第４９条において準用する場合を含む。）、第２８条、

第２９条第１号（調理設備に係る部分に限る。第３３条及び第４９条において準

用する場合を含む。）及び第４号（調理設備に係る部分に限る。第３３条及び第

４９条において準用する場合を含む。）、第３０条、第３２条、第３４条第１号（調

理設備部分に限る。）及び第４号（調理設備部分に限る。）、第３５条、第３６条、

第３８条、第４０条、第４１条、第４４条第１号（調理室に係る部分に限る。）

及び第４号（調理室部分に限る。）、第４５条、第４６条、第４８条、附則第２号

から第５号 

 

・参酌すべき基準による規定 
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上記以外の部分 

 

 

 

（３）佐倉市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例 

新制度では、児童福祉法の改正により、市町村は、放課後児童健全育成事業（学童

保育）の設備及び運営について、条例で基準を定めなければならないとされており、

平成２６年４月３０ 日付厚生労働省令第６３ 号「放課後児童健全育成事業の及び

運営に関する基準」を踏まえ、条例で定める。 

 

・従うべき基準による規定 

条例案の第１１条（第４項を除く。）、附則第２号 

・参酌すべき基準による規定 

上記以外の部分 

 

 

 


